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検察審査会管内別新受件数（平成１３年）

資料１－１

広 島 地 裁 管 内 5
山 口 地 裁 管 内 5
岡 山 地 裁 管 内 4
鳥 取 地 裁 管 内 3
松 江 地 裁 管 内 4

広島高裁管内検察審査会数

福 岡 地 裁 管 内 7
佐 賀 地 裁 管 内 3
長 崎 地 裁 管 内 6
大 分 地 裁 管 内 5
熊 本 地 裁 管 内 6
鹿 児 島 地 裁 管 内 5
宮 崎 地 裁 管 内 4
那 覇 地 裁 管 内 3

福岡高裁管内検察審査会数

仙 台 地 裁 管 内 4
福 島 地 裁 管 内 4
山 形 地 裁 管 内 4
盛 岡 地 裁 管 内 5
秋 田 地 裁 管 内 5
青 森 地 裁 管 内 3

仙台高裁管内検察審査会数

札 幌 地 裁 管 内 5
函 館 地 裁 管 内 2
旭 川 地 裁 管 内 4
釧 路 地 裁 管 内 4

札幌高裁管内検察審査会数

 46.48件

100件以上

 50件以上

 20件以上

 20件未満

全国平均

名 古 屋 地 裁 管 内 6
津 地 裁 管 内 5
岐 阜 地 裁 管 内 4
福 井 地 裁 管 内 3
金 沢 地 裁 管 内 3
富 山 地 裁 管 内 3

名古屋高裁管内検察審査会数

（注）１　最高裁事務総局刑事局調べによる。
　　　２　事件数は，被疑者数による。

大 阪 地 裁 管 内 4
京 都 地 裁 管 内 4
神 戸 地 裁 管 内 6
奈 良 地 裁 管 内 3
大 津 地 裁 管 内 3
和 歌 山 地 裁 管 内 3

大阪高裁管内検察審査会数

高 松 地 裁 管 内 3
徳 島 地 裁 管 内 3
高 知 地 裁 管 内 3
松 山 地 裁 管 内 5

高松高裁管内検察審査会数

東 京 地 裁 管 内 3
横 浜 地 裁 管 内 3
さ い た ま 地 裁 管 内 3
千 葉 地 裁 管 内 4
水 戸 地 裁 管 内 3
宇 都 宮 地 裁 管 内 4
前 橋 地 裁 管 内 3
静 岡 地 裁 管 内 4
甲 府 地 裁 管 内 2
長 野 地 裁 管 内 6
新 潟 地 裁 管 内 5

東京高裁管内検察審査会数



検察審査会年度別事件処理状況
　　事 受             理 既                      済
　　項 起 訴 不起訴 不起訴 建 議
年   申   立 職   権 合   計 その他 合   計 未 済 勧 告
度   相 当 不  当 相  当
昭 24 317 50 367 37 2 210 54 303 64 26
25 753 150 903 87 9 410 95 601 366 85
26 1,566 391 1,957 251 23 1,174 255 1,703 620 131
27 1,531 319 1,850 283 2 1,388 268 1,941 529 64
28 1,518 252 1,770 237 6 1,265 248 1,756 543 39
29 1,263 424 1,687 116 5 1,069 232 1,422 808 16
30 1,471 157 1,628 92 2 1,138 528 1,760 676 29
31 1,920 89 2,009 106 21 1,422 439 1,988 697 16
32 1,661 161 1,822 71 15 1,410 261 1,757 762 6
33 1,846 179 2,025 90 34 1,306 333 1,763 1,024 8
34 1,559 261 1,820 71 43 1,460 399 1,973 871 4
35 1,697 145 1,842 68 52 1,365 296 1,781 932 8
36 1,319 117 1,436 40 47 1,175 307 1,569 799 3
37 1,716 65 1,781 34 47 1,179 238 1,498 1,082 8
38 1,440 108 1,548 66 54 1,374 290 1,784 846 9
39 1,349 160 1,509 59 72 1,165 281 1,577 778 4
40 1,845 247 2,092 39 72 1,300 343 1,754 1,116 10
41 1,799 335 2,134 137 100 1,505 374 2,116 1,134 5
42 1,831 433 2,264 61 133 1,563 499 2,256 1,142 13
43 1,552 956 2,508 23 129 1,922 472 2,546 1,104 3
44 1,660 401 2,061 56 169 1,371 487 2,083 1,082 8
45 2,004 466 2,470 20 127 1,500 510 2,157 1,395 7
46 1,834 305 2,139 48 184 1,622 408 2,262 1,272 6
47 2,246 374 2,620 38 127 1,598 439 2,202 1,690 3
48 1,876 438 2,314 20 138 1,821 555 2,534 1,470 2
49 1,737 540 2,277 28 132 1,849 552 2,561 1,186 0
50 1,655 457 2,112 4 104 1,663 346 2,117 1,181 3
51 1,543 474 2,017 11 106 1,492 436 2,045 1,153 4
52 1,632 319 1,951 20 152 1,482 307 1,961 1,143 3
53 1,797 241 2,038 11 135 1,492 289 1,927 1,254 1
54 1,766 695 2,461 1 99 1,679 382 2,161 1,554 1
55 1,475 269 1,744 6 87 1,863 267 2,223 1,075 1
56 2,168 277 2,445 5 55 1,783 256 2,099 1,421 1
57 2,896 195 3,091 6 87 2,268 363 2,724 1,788 0
58 1,743 228 1,971 5 59 2,187 273 2,524 1,235 0
59 1,161 244 1,405 5 52 1,292 271 1,620 1,020 1
60 2,067 177 2,244 10 48 1,232 289 1,579 1,685 0
61 1,034 214 1,248 2 42 2,037 283 2,364 569 0
62 1,830 190 2,020 2 93 1,796 142 2,033 556 0
63 1,007 119 1,126 2 50 842 171 1,065 617 0
平 元 1,103 113 1,216 0 58 909 217 1,184 649 0
2 1,114 162 1,276 1 36 871 318 1,226 699 0
3 1,043 129 1,172 4 41 1,063 236 1,344 527 3
4 2,249 110 2,359 1 50 892 223 1,166 1,720 1
5 41,389 126 41,515 2 10,173 949 31,467 42,591 644 0
6 1,583 108 1,691 3 206 878 201 1,288 1,047 2
7 1,249 110 1,359 0 59 1,528 194 1,781 625 1
8 1,266 118 1,384 7 70 1,104 194 1,375 634 0
9 1,092 108 1,200 0 67 1,028 233 1,328 506 0
10 1,080 125 1,205 1 64 843 241 1,149 562 2
11 1,484 130 1,614 1 82 981 243 1,307 869 1
12 1,765 115 1,880 3 105 1,468 373 1,949 800 2
13 2,264 60 2,324 1 149 1,740 296 2,186 938 0

施行以 123,765 13,136 136,901 2,292 14,074 71,923 47,674 135,963 540
来総計 (90.4%) (9.6%) (100%) (1.7%) (10.3%) (52.9%) (35.1%) (100%)

（注）
２　「建議・勧告」は，件数建てによる事件数であり，その他は，すべて被疑者数による。

３　既済の「その他」は，審査打切り，申立却下及び移送である。

　　　 ４　平成４年の受理の「申立」のうち1,178，同５年の受理の「申立」のうち40,176，同５年

　の既済の「不起訴不当」のうち10,106及び同５年の既済の「その他」のうち31,248は,東京

　第一検察審査会の政治資金規正法（量的制限）違反事件関係である。

５　「施行以来総計」欄の百分比は,受理合計及び既済合計に対する受理及び既済の各内容別
　の比率である。

資料１－２

１　最高裁事務総局刑事局調べによる。



資料１－３

起訴相当・不起訴不当事件の事後措置
起 訴不 起 訴 維 持合 計起 訴 率

昭　２４ 10 29 39 25.6%
２５ 33 54 87 37.9%
２６ 55 162 217 25.3%
２７ 30 243 273 11.0%
２８ 24 226 250 9.6%
２９ 23 92 115 20.0%
３０ 13 83 96 13.5%
３１ 17 78 95 17.9%
３２ 22 92 114 19.3%
３３ 31 47 78 39.7%
３４ 12 64 76 15.8%
３５ 14 81 95 14.7%
３６ 8 46 54 14.8%
３７ 15 58 73 20.5%
３８ 12 59 71 16.9%
３９ 19 97 116 16.4%
４０ 30 92 122 24.6%
４１ 22 113 135 16.3%
４２ 34 178 212 16.0%
４３ 30 126 156 19.2%
４４ 32 134 166 19.3%
４５ 41 162 203 20.2%
４６ 35 123 158 22.2%
４７ 29 124 153 19.0%
４８ 30 137 167 18.0%
４９ 30 148 178 16.9%
５０ 50 95 145 34.5%
５１ 23 66 89 25.8%
５２ 28 140 168 16.7%
５３ 20 101 121 16.5%
５４ 23 140 163 14.1%
５５ 16 82 98 16.3%
５６ 20 46 66 30.3%
５７ 8 82 90 8.9%
５８ 7 90 97 7.2%
５９ 8 60 68 11.8%
６０ 15 34 49 30.6%
６１ 14 37 51 27.5%
６２ 6 32 38 15.8%
６３ 5 105 110 4.5%

平　　元 8 41 49 16.3%
２ 12 46 58 20.7%
３ 7 30 37 18.9%
４ 17 33 50 34.0%
５ 18 10,149 10,167 0.2%
６ 19 48 67 28.4%
７ 18 51 69 26.1%
８ 16 170 186 8.6%
９ 22 62 84 26.2%
10 17 42 59 28.8%
11 29 48 77 37.7%
12 34 66 100 34.0%
13 33 102 135 24.4%

施 行 以 1,144 14,846 15,990
(7.2％） (92.8％） (100％）

来 総 計（※19.9％） （※80.1％）

　　　２　この表は，起訴相当又は不起訴不当の議決があった

 　　　事件について検察庁の執った事後措置を年度別に計上

 　　　したものである。したがって，その合計件数は，資料

　　 　１－１の「起訴相当」と「不起訴不当」の合計件数とは

　　　 一致しない。

　　　３　平成５年の「不起訴維持」のうち10,106，同８年の

  　　 「不起訴維持」のうち124は，東京第一検察審査会の

　   　政治資金規正法（量的制限）違反事件関係である。

　　　４　「施行以来総計」欄の百分比は，合計に対する比率

　 　　である。※の数値は，注3の「不起訴維持」の10,230

　　 　を1として計上した場合の合計5,761に対する比率であ

　　 　る。

（注）１　最高裁判所事務総局刑事局調べによる。



資料１－４

起訴相当又は不起訴不当の議決があった事件のうち，起訴されたものの第一審裁判結果
　　　事 有                    罪 無 罪
　　　項 （免訴，公 総 合 計
年  自 由 刑 の 自 由 刑 の 罰金刑の 罰 金 刑の 合 計 訴棄却を含
度 実 刑 執 行 猶 予 実 刑 執 行 猶予 む。）
昭２４ 0 2 2 1 5 4 9
２５ 7 7 8 0 22 7 29
２６ 9 21 8 0 38 5 43
２７ 4 12 3 1 20 4 24
２８ 4 9 4 0 17 3 20
２９ 3 6 16 0 25 2 27
３０ 6 1 5 0 12 5 17
３１ 2 3 2 1 8 2 10
３２ 2 6 7 0 15 1 16
３３ 3 9 6 0 18 3 21
３４ 3 9 9 0 21 2 23
３５ 3 6 7 0 16 0 16
３６ 3 4 1 0 8 1 9
３７ 0 4 3 1 8 0 8
３８ 1 2 8 1 12 1 13
３９ 3 4 10 2 19 4 23
４０ 0 7 16 3 26 0 26
４１ 0 9 13 0 22 1 23
４２ 0 6 17 0 23 2 25
４３ 0 8 14 0 22 4 26
４４ 1 5 17 0 23 2 25
４５ 2 9 19 0 30 1 31
４６ 1 6 19 1 27 1 28
４７ 0 6 21 1 28 3 31
４８ 3 14 19 0 36 2 38
４９ 3 6 18 0 27 4 31
５０ 4 6 31 1 42 2 44
５１ 0 5 19 0 24 0 24
５２ 1 3 20 0 24 0 24
５３ 2 4 11 0 17 0 17
５４ 1 4 19 0 24 0 24
５５ 1 10 12 1 24 2 26
５６ 1 2 13 0 16 0 16
５７ 0 3 8 0 11 0 11
５８ 2 0 7 0 9 0 9
５９ 0 2 5 0 7 0 7
６０ 1 0 12 0 13 1 14
６１ 0 1 13 0 14 1 15
６２ 0 2 5 0 7 0 7
６３ 0 2 3 0 5 0 5
平　元 0 0 8 0 8 0 8
２ 0 2 9 0 11 0 11
３ 0 2 6 0 8 1 9
４ 0 1 13 0 14 0 14
５ 0 1 12 0 13 1 14
６ 2 2 16 0 20 1 21
７ 3 5 11 0 19 1 20
８ 2 0 15 0 17 1 18
９ 1 1 15 0 17 0 17
１０ 1 1 14 0 16 0 16
１１ 2 4 19 0 25 1 26
１２ 2 5 27 0 34 0 34
１３ 5 4 27 0 36 0 36
施 行 94 253 642 14 1003 76 1079
以 来 （ 9.4％） （25.2％）（64.0％）（ 1.4％） （100％）
総 計 93.0% 7.0% 100％

　　　２　この表は，起訴相当又は不起訴不当の議決があった事件のうち，起訴されたも
　　　　のの第一審裁判結果を終局年度別に計上したものであり，その総合計件数は，資
　　　　料１－３の「起訴」件数と一致しない。
　　　３　「施行以来総計」欄の百分比は，有罪合計に対する内容別の比率及び総合計に
　　　　に対する有罪又は無罪の比率である。

（注）１　最高裁判所事務総局刑事局調べによる。



罪　　名 原不起訴処分の理由 再処分内容 起訴の種別／不起訴処分の理由 件数

1 業務上過失致死 嫌　疑　不　十　分 不　起　訴 嫌　疑　不　十　分 1

2 業務上過失致死，同傷害 嫌　疑　不　十　分 不　起　訴 嫌　疑　不　十　分 3

3 詐欺 起　訴　猶　予 不　起　訴 起　訴　猶　予 1

4 道路交通法違反 起　訴　猶　予 不　起　訴 起　訴　猶　予 1

5 業務上過失傷害 嫌　疑　不　十　分 起　　  訴 略 式 命 令 請 求 1

6 業務上過失致死 嫌　疑　不　十　分 起　　  訴 略 式 命 令 請 求 1

7
窃盗，業務上過失致死，同傷
害，道路交通法違反

心　神　喪　失 不　起　訴 心　神　喪　失 2

8 業務上過失傷害 起　訴　猶　予 不　起　訴 嫌　疑　不　十　分 1

9 著作権法違反 起　訴　猶　予 起　　  訴 略 式 命 令 請 求 4

10
廃棄物の処理及び清掃に関する
法律違反

嫌　疑　不　十　分 不　起　訴 嫌　疑　不　十　分 2

11 業務上過失傷害 起　訴　猶　予 起　　  訴 略 式 命 令 請 求 1

12 傷害 起　訴　猶　予 起　　  訴 略 式 命 令 請 求 1

13 業務上過失傷害 嫌　疑　不　十　分 不　起　訴 嫌　疑　不　十　分 1

14 業務上過失傷害 起　訴　猶　予 起　　  訴 略 式 命 令 請 求 1

15 業務上過失傷害 起　訴　猶　予 起　　  訴 略 式 命 令 請 求 1

16 傷害致死 心　神　喪　失 起　　  訴 公　判　請　求 1

（合　　計） 23

（注）１　法務省調べによる。

２　平成元年ないし平成１２年までに起訴相当の議決がなされた事件について，当該議決書ごとに取りまとめたものである。

３　「罪名」は，検察官の不起訴処分時における被疑事実の罪名である。

４　「件数」欄の数字は，被疑者数による延べ人員による事件数である。

平成元年以降の起訴相当議決事件の原不起訴処分及び事後措置
資
料
１
－
５


